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しずおか                                                      ２０２５年５月 12 日 

県勤協連ニュース               ４１４号 
                    

静岡県勤労者協議会連合会 
                  HP    http://kinrokyo.net/shizuoka 

                          e-mail 2025@kinrokyo.net 
 

ご支援、ありがとうございました 

掛川市議会選挙で鈴木ひさひろ議員、三選！！ 
県勤協連ニュースで、みなさんにご支援をお願いした掛川市勤労協の鈴木ひさひろ副会長は、４月

２０日に実施された掛川市議会議員選挙で見事に三選を勝ち取ることができました。 
 

選挙戦の状況 

市議会議員の定数 21 に対して立候補者は 28 と大変厳し

い選挙戦でした。新人候補の中には教員を退職された方

も多く、それらの候補は地域とのかかわりを強調するほ

か、教え子をつてに支持者を開拓するという武器を有利

に使うなど、全てにおいて手ごわい相手の多い選挙戦で

した。 

期間中、鈴木氏はこれまでの議員生活 2 期、8 年の実績

を訴える一方、新たなスローガンに「活力あふれる生涯

学習都市へ」のスローガンを前面に押し出し、市内くま

なく周知活動を展開してきました。 

このスローガンは、榛村純一元市長が掛川市を全国に知らしめた「生涯学

習」の理念を踏まえ、再び活性化させようとの意気込みから掲げられまし

た。 

自治体の運営は少子高齢化などにともなう人口減などの影響もあり、予

算の縮小などが続く中、効率重視が求められるようになり、さらに老朽化

するインフラ整備など生活の質の維持・向上のために多くの経費が必要な

状況から、高邁な理想を掲げての長期的な展望を持った市政運営がやりづ

らくなっているのが現実で、スローガンはこれらを見直し、ステップアッ

プを図ろうとするその訴えは市民の胸に沁みわたったのではないかと思わ

れます。 
 

小山代議士と榛葉参議員も応援に 

鈴木氏は掛川市職員 33 年の経験をもとに、議員を２期務める中、選挙戦

では掛川市が抱える問題点などを指摘しつつ、それぞれの地域が抱える課

題の解決に向けて適切に問題提起してきました。選挙車での呼名連呼に流

されず、随所で個人演説会を行うなど、細やかな選挙戦は、他の候補にま

ねのできない、質の高いものでした。 

選挙体制では地元の支持者たちによる後援組織に加え、連合東遠地協の支

援をいただき、選挙中には立憲民主党の小山代議士、国民民主党の榛葉議

員も応援に駆けつけてくださいました。 

mailto:2025@kinrokyo.net
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選挙の結果 
20 日深夜の開票結果を待つ集会には連合の東遠地協の菅議長も駆けつけてくださり、多くの支持

者の支援を受ける中で鈴木氏の得票は 2551票、４位で開票早々に当選を決めることができました。 

参加者全員、ヤクルト 1000で祝勝の乾杯をあげ、喜びを分かち合ったところです。 

なお、同じ会派（共に創る掛川）で活躍されている富田まゆみ氏（連合推薦）も高位当選を果た

しました。 

今後への期待 

鈴木氏はこれまでの議員活動で、掛川市の発展、住みよい街づくりのために奔走し、数多くの議会

質問を積み上げてきました。３期目にあたってはさらにベテラン議員として議会の役割を充実させ、

会派の議員とも連携しながら、安心・安全なまちづくりに貢献いただけるものと期待しています。 

ご支援いただいたみなさんの応援に心から感謝申し上げます。ありがとうございました。 

（掛川市勤労協・笹本義雄） 

 
今年の課題は、戦後 80 年．平和な日本のために！

5・3憲法フォーラムｉｎしずおか憲法記念日講演会 

◆はじめに◆ 

中谷元・防衛相は 4 月 15 日の記者会見で、2025年度当初予算の防衛費と関連経費の合計額が 9 兆

◆編集部より◆ 

今月の「勤労協ニュース」は、冒頭は 4 月 20 日の掛川市議会議員選挙での鈴木久裕さんの 3 選．５月 3

日の護憲集会を中心に編集させて頂きました。今回の護憲集会は「安保法制 10 周年」であり、夏の原水禁

大会は被爆 80周年です。それぞれ『大きな節目の年』とも言えます。 

そこで、編集者は「被爆 80年は過去の侵略 80年」でもあるので、在日朝鮮人の「過去の実態にも視点を」

－との思いから、朝鮮人の皆様が強制連行されて「丹那トンネルにおける労働災害」で 多くの犠牲者を受け

たこと。その後、沖縄戦での日本軍による集団自決－そして敗戦につながる。     

上記の内容で構成させて頂きました。一読された感想等を編集部へお寄せくだされば幸いです。 
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9,000 億円で、2022２年度国内総生産（ＧＤＰ）比約 1.8％になったと明ら

かにした。政府は防衛力の抜本的強化のため、2027 年度に防衛費と関連経

費を合わせて 2％に増やす方針を掲げています。 

政府は 2022 年末に策定した国家安全保障戦略など安保関連 3 文書で、

2023～2027年度の防衛費総額を約 43 兆円と定めた。2023年度と 2024年度

の当初予算では、ＧＤＰ比でそれぞれ約 1.4％、約 1.6％だった。※2025

年 4月 15日(共同通信)より 

このことは、上記の軍事増強が進めば 2027 年にはＧＤＰ比で約 2.0％に

達し、専守防衛であったはずの自衛隊は文字どうり『世界各地で戦える自

衛隊』になる事は明らかです。 

なお、2025 年の『憲法講演会』の主要課題には「安保法制定 10 周年」

も含まれています。今回の「5･3 憲法講演会」も同課題を前面に打ち出し

た企画・構成となっていました。 

同講演会は静岡県護憲連合が主催と

なり 2025 年 5 月 3 日、静岡市労政会

館 6 階大ホールで午後 1 時 30 分より、

約 240 人の仲間が集まり「改憲発議記

阻止、軍備増強を許さない、生活を守

る」運動を強化していく－ことを決意

してきました。 
今回の護憲集会は「戦後 80 年、平

和な日本のために」と題する演題で、

ジャーナリストの保阪正康氏から以下の内容の講演を受けました。 

講師はジャーナリストの保阪正康さん 

1939（昭和 14）年、北海道生まれ。ノンフィクション作家、評論家。同志社

大学卒業。近現代史、特に昭和史の実証的研究を志す。立教大学非常勤

講師などを務める傍ら、個人誌『昭和史講座』を主宰。著作に『昭和陸軍の

研究』『昭和史七つの謎』『眞説光クラブ事件』等多数。 

 

「あの戦争は何だったのか」 
昭和前期の太平洋戦争にいきつくまでの年譜を見ていると、怒りの感情がわいてくる。その感情

がおさまると、やがて悲しくなってくる。 

 私は、満州事変、日中戦争、そして太平洋戦争へと続くプロセ

スに、「戦争反対」の視点で怒りをもつのではない。テロ、クー

デターによって政治家や言論人は畏縮し、偏狭で定見のない軍事

指導者が登場し、国民はあたかもそれらの人物を革新派として歓

迎する。多様な価値観をうとましく思って、皇道主義に直進する

官僚や思想家が救国の英雄の如くにふるまう。こういう構図を見

ると、「昭和 16年 12月 8日」に戦争が避けられたとしても、戦

争それ自体は昭和 17年、18年、いつの日かに訪れたことはまち

がいない。 

 はっきり言うが、昭和 10年代（とくに 2・26事件以後）の政

治、軍事指導者はいずれも平均点以下の人材だ。当時のどの領域

にも国際感覚、理念、政治技術、それに軍事観、国家観のいずれをとっても近代日本史のなかで恥

ずかしくない人物はいた。 

たとえば、軍人では駐在武官が長かった山内正文を見よ。彼の軍事観は政治とのバランスのなか

に立論されていた。多くの有能な人材がなぜ昭和 10年代に指導部に入れなかったか、そこにこそ近

代日本の終焉期の愚かしさがあるのだ。 
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 それゆえに〈あの戦争は何だったか〉を考えると悲しくなってくるのだ。なぜ戦うのか、どの段

階で鉾をおさめるのか、そんなこと、何ひとつ考えていない軍事指導者たち。歴史の上にどのよう

な意思を刻みこもうとしたのか、などまったく考えてもいない。それゆけ、やれゆけと掛け声をか

け、「戦争とは負けたと思ったときが負け」と自己本位の弁をなし、戦況が悪化すると国民の戦意が

足りないからだと言いだし、一億総特攻を呼号する。「この戦争は何のために戦っているのでしょう

か」とでもつぶやこうものなら、反戦分子として獄に送られる。 

 

 もしあの戦争が、東亜の解放のため西欧植民地主義と戦っ

ている、たとえ我々が敗れてもその理念が実現されるのならそ

れでいい、自存自給体制を固めるために東南アジアの国々の独

立を促し、そしてその資源を対等のビジネスの範囲で受けいれ

ていく、というのならそれはそれでいい。いや十八世紀以後の

西欧近代化に対して、日本は中国と連携して東洋文明を対峙さ

せるとでもいうのなら、相応の意味をもたせることはできる。

だがそうした理念や目的は何ひとつ明確な形で論じられること

はなかった。 

 

敗戦のあとにとってつけたようにこうした論を口にする者

もいるが、それは“引かれ者の小唄”ではないか。 

 あの戦争の内実を調べれば調べるほど、軍事、政治指導者には腹が立つが、戦争で逝った人たち

への追悼と慰霊の気持は、私はひときわ強い。それは「人は生きる時代を選べない」との思いがあ

り、その悲しみが理解できるからである。 

※上記の内容は著書「あの戦争は何だったのか」より流用しました。 

 

結びに、最近のマスコミ報道の世論調査では、毎日が憲法改正に賛成が 21％に対して反対が 39％

でした。2024年 10月の衆議院選挙で自民、公明両党が大敗し、憲法改正に前向きな自民、公明、日

本維新の会、国民民主の４党は、国会での改憲発議に必要な 2/3を衆議院で割り込んでしまった。

改憲の道筋が見えない中、世論の機運は停滞している。－とする調査報告でした。 

一方、各社の回答内容(朝日は憲法を変える必要がある 53％．変える必要がない 35％)に見られる

様にバラつきがあるのが特徴だ。世論調査結果を参考にするのは良いが、過剰にならずに「自らの

信念に基づいて護憲運動を強化することが重要である」それは、戦後史でも示されている様に、日

本が侵略戦争に突き進んできた過ちを繰り返さないためでもある。－と、訴えてくれました。 

 
「微力ではあるが無力ではない」 
出前講演やオンライン国際交流会等を開催。 

 

同集会では、第 27 代高校生平和大使(谷河優那第 27

代高校生平和大使．水野可麗 2024 年長崎派遣代表．粂

田陽菜 2024年長崎派遣代表)より、1年間の活動報告が

されました。以下は概略報告です。 

 

１．  マーシャル諸島の大学生や教授の方々と行った

オンライン交流会では、ビキニ環礁で行われた核

実験による深刻な被害と、静岡県にもゆかりのあ

る第５福竜丸事件について、それぞれの立場から

歴史や経験を共有してきました。 

同交流の中で、マーシャルの方々は私たちの話に  

毎日新聞が 4月 12、13の両日に実施 

 

https://cdn.mainichi.jp/vol1/2025/05/01/20250501k0000m010355000p/9.jpg?1
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真剣に耳を傾けてくださいました。「共に平和な世界を目指そう」という彼らの言葉は、非常に力

強く、心に残るものでした。今後も、国際的な視点を持ちながら、核なき世界の実現に向けて行

動を続けていきたいと思います。 

 

①  静岡県では初めてとなる、小学校への出前講座を実施してきました。これは、平和活動を行う

高校生として今まで学んだ、戦争や核兵器が我が国にもたらした悲惨さを、私たちが住む地域の、

未来を担う子供達に平和の尊さ、命の大切さを感じてもらう機会を作りたいという思いから企画

しました。 

これまでに、熱海市立桃山小学校・静岡市立足久保小学校で授業を行い、今後も吉田町立住 

吉小学校への出前講座を企画しています。－以下は略します。同集会では、最後に集会アピー

ルを採択して閉会しました。 

 

「LOVE 憲法 世界に平和を」戦後 80 年、憲法記念日
に護憲派が集会「理想を高く掲げて世界に訴えよう」 

2025年 5月 3日 東京新聞 
  
日本国憲法施行から 78 年の憲法記念日の 3 日、護憲派グループが主催する「2025 憲法大集会」が、東

京・有明の東京臨海広域防災公園で開かれた。主催者発表で延べ約 3 万 8000 人が参加。今年で戦後 80

年となるのを受け、参加者らは「戦争のない、憲法が生かされる未来を切り開くために頑張ろう」と力を込めた。 

◆プラカードを掲げてアピール 

 実行委の菱山南帆子さんは開会あいさつで「平和を守り、軍事に頼らない政治こそが真の人権保障であり、

憲法の精神そのもの」と強調。「かつて侵略戦争で世界を壊し、自滅してきた日本は、ミサイルで戦争をつくり

出すのではなく、憲法をもって平和をつくり出すときだ」と述べた。 

2025 憲法大集会でプラカードを

掲げて護憲を訴える参加者は 3

万８０００人＝東京都江東区で 

  

参加者らは「LOVE 憲法 世界

に平和を」「軍拡ではなく  いの

ち・くらし」「ジェンダー平等 いま

すぐ実現」などのメッセージが書

かれたプラカードを掲げ、憲法の

大切さをアピール。 

世界平和を願う歌を参加者ら

が声を合わせて歌った。集会後

には会場周辺をデモ行進した。 

 

集会では、自民党などが主張する緊急事態条項を 

創設するための改憲は認められないなどと訴えました。 
集会で、立憲民主党の辻元代表代行は「災害などがあった時に議員の任期

を延長できるよう、憲法を改正して緊急事態条項をつくればいいという話が出て

いるが、わざわざ憲法を変えなくても参議院の緊急集会で対応できる。絶対に

変な改憲はさせない」と述べました。 

 また「選択的夫婦別姓こそ、男女平等を実現するために今の国会で最優先で

実現すべきことではないか。あらゆる人が愛する人と結婚でき、結婚後の名前を
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選べることは幸せになる人を増やす」と訴えました。 
社民党の大椿副党首は「憲法は、ただ置いてあるものではない。私たちが使い、

生かしていくものだ。『がんこに平和』を訴え、戦争を絶対させないために頑張っ

ていく」と述べました。 

 

被団協の田中さんが訴えた 

「核兵器廃絶」への思い憲法記念日集会 
◆長崎での被爆体験踏まえ 

 「原爆の被害は脳裏に焼きついている。核兵器は絶対に使ってはならない」。つえを突きながらステージに

上がった田中さんが、長崎での被爆を踏まえて強調した。 

 日本被団協での活動を「核兵器は使うな、戦争はするな、平和を保てとい

う運動」と振り返り、戦後 80 年の節目を前にノーベル平和賞を受けたことを

「予想していなかった」と語った。 

 戦後 80年の今も、世界には 1万発を超える核弾頭があり、うち 4000発は

すぐに発射できる態勢にあるとされる。ロシアのウクライナ侵攻やイスラエル

とイスラム組織ハマスとの軍事衝突など、核兵器使用への懸念が深まる。 

 

◆「核兵器は非人道的だと世界に伝えて」 

 田中さんはノーベル平和賞に込められた思いを「核兵器は絶対に使ってはいけないと訴え、核戦争を起こ

させなかった日本被団協の役割を、もう一度果たしてもらいたいという願いからだろう」と受け止めた。 

 

アメリカ軍と韓国軍の合同軍事演習  
2025年 3月 20日ＮＨＫ  

朝鮮半島有事を想定したアメリカ軍と韓国軍による合

同軍事演習は 3 月 20 日、最終日となり、川を渡る訓練が

公開されました。演習に反発する北朝鮮は初日に短距離

とみられる弾道ミサイルを発射していて、米韓による警

戒が続いています。 

アメリカ軍と韓国軍は 3月 10日から朝鮮半島有事を想

定して、韓国で実施していた定例の合同軍事演習「フリ

ーダム・シールド＝自由の盾」を、3 月 20 日終えました。 

 南北の軍事境界線に近いキョンギ道（京畿道）ヨンチョン（漣川）では、米韓両軍による川を渡

る訓練が報道陣に公開されました。 

訓練ではアメリカ軍と韓国軍の兵士が車両やヘリコプ

ターで運び込まれた機材を使って、およそ 180 メートル

の橋を作ると、韓国軍の戦車などが川の反対側へと渡っ

ていきました。 

韓国軍によりますと、今回の合同軍事演習では 51の野

外機動訓練のほか、陸海空や宇宙、それにサイバーなどさ

まざまな領域で米韓の連携を確認したということです。 

  一方、演習に反発する北朝鮮は演習初日の 3月 10日、朝鮮半島西側の黄海に向けて短距離とみら

れる弾道ミサイル数発を発射していて、米韓がさらなる弾道ミサイルの発射などに警戒を続けてい

ます。 

合同軍事演習の中止を訴え／  駐日米国大使館に抗議 
米韓は史上最大規模の合同軍事演習「フリーダム・シールド 2025」（3 月 10～20 日）を強行した
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ことと関連して東アジア市民連帯が 3 月 18 日、駐日米国大

使館に対する抗議行動を行った。日本の市民団体のメンバー

と関東地方の総聯活動家、青年たち 50余人が参加した。 

抗議行動に先立ち、フォーラム平和・人権・環境（平和フ

ォーラム）の藤本泰成顧問が発言した。 

藤本顧問は、韓国で年間を通して合同軍事演習が行われ、

日米韓の合同軍事演習も行われたことに言及し、米国の戦略

の中で日米韓と朝中ロの対立構造が形成されているが、2018

年の朝米首脳会談の教訓通り、まずは敵視政策の象徴である

合同軍事演習の中止を求める朝鮮の姿勢に応じるべきだと述べた。そして、日本の軍備増強に触れ

ながら、アジアで対話を行い協調と平和を作っていくことが日本の安全保障だと指摘した。 

米国大使館前に抗議の声が響いた 

朝鮮と連帯するアジア地域委員会の水谷研次事務局長が米国大統領宛の抗議文を朗読した。抗

議文は、米国が大規模な戦争演習を段階的、波状的に中断す

ることなく実施することで、朝鮮半島の地域情勢を取り返し

の付かない状況に追い込み、対決の状況を永久に固定化しよ

うとしていると指摘し、トランプ政権に対し敵対政策の撤回

と合同軍事演習の中止、朝鮮戦争終結への努力を強く求めた。 

 

参加者らは米国大使館の前で「アジアの平和を脅かす核戦

争挑発を止めよ」「朝鮮戦争を終結させ平和協定を締結せよ」

「米韓合同軍事演習『フリーダム・シールド』を中止しろ」

「米日韓軍事同盟絶対反対」などのシュプレヒコールを叫んだ。 

今回の軍事演習では米国の核戦略資産を動員し、旅団級の野外機動訓練が従来の 10 回から 17

回に大幅に増強され、朝鮮の地下施設掃討作戦、大量破壊兵器除去作戦などの訓練が国境近辺で

行われた他、その規模は地上、海上、空中、宇宙 等 全領域に及ぶ。 

 

「徴用工」教科書にはこう書かれている《朝鮮人が徴用され、中国人も連行》
（山川出版社）2025/4/19  

文部科学省の検定に合格した歴史教科書に記述された「強制連行」の文言 
いわゆる元徴用工問題などで、日本の朝鮮半島統治期に徴用された朝鮮人労働者を軍や官憲が無

理やり連れていったかのような「強制連行」という表現。旧国家総動員法に基づく国民徴用令では、

日本人も同様に徴用されていたが、戦後

の日本人の贖罪意識を反映するように多

くの教科書でも使われてきた。 

転機となったのは、菅義偉政権下の令

和 3 年 4 月に閣議決定された答弁書だっ

た。朝鮮人労働者の日本本土への移入の

経緯はさまざまだとした上で、「『強制

連行された』『強制的に連行された』『連

行された』とひとくくりに表現すること

は適切ではない」と指摘。これを受け、

同年 9 月には各教科書会社が訂正申請す

る事態となり、「動員」などに改められた。 

しかし、完全に「強制連行」という記述が中学の教科書から消えたわけではない。山川出版社の

歴史教科書にはこう書かれている。«多くの朝鮮人が日本に徴用され、占領地の中国人も強制連行さ

れて、鉱山や工場などで過酷な条件の下での労働を強いられた» 

在日のあしあと(1) 
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～朝鮮人遺骨安置堂に安置された朝鮮人の遺骨～ 
静岡市清水区北矢部にある火葬場(静岡市清水斎場)の入り口から左に入ると、「朝鮮人遺骨安置

堂」が立っている。安置堂は、1993年 3月、地元の総連や民団のほか、自治体(旧清水市。現在の静

岡市清水区)の協力によって建立されたものであり、瓦屋根が広く張り出した朝鮮式の形をしている。 

 安置堂には、祖国を離れて日本に来た朝鮮人の遺骨が安置されていた。当時、清水には港湾業、

軍需工場、航空隊や高射砲などの軍事基地があり、朝鮮から多くの人々が動員されて労働に従事し

ていた。 

 安置堂に奉納されている遺骨は、労働動員されて亡くなった方々のものである。安置されていた

遺骨は 93柱（氏名があったもの 26柱、氏名はあったが判読不明なもの 4柱、氏名不詳 63柱）であ

り、その多くは身寄りのわからない無縁仏になっていた。 

45年間にわたり奉納されていた遺骨は、2010年に地元の総連、民団、及び自治体関係者の協力に

よって韓国に戻った。以下に「清水市朝鮮人遺骨堂」が建立された経緯などを紹介する。 

 

＜総連会員が最初の納骨堂を建立＞ 
1956年 5月 4日、住職は当時の総連清水支部委員長に安置堂を建立する話を持ちかけ、総連清水

部の一部会員が有志で安置堂建立費用を出資して安置堂（旧安置堂。現在は残っていない）を建立

した。東海寺に安置されていた遺骨は、総連清水支部によって保管が引き受けられ、建立された納

骨堂に奉納されることになった。 

その後、旧安置堂は木造だったため湿気で損傷が目立ち始めたことから、1965年 7月、総連清水

支部の一部有志が再び出資し、コンクリート造りに立て替えられた。在日同胞によって建立と立て

替えが行われた旧安置堂は、地域の同胞から大切に管理された。なお、立て替えられた旧安置堂は

現在も建っているため見ることができる。 

 

＜納骨堂、その後＞ 
安置堂は現在も同じ場所に建っている。安置していた遺骨

を韓国に戻した後、堂内には何も奉納されていない。遺骨を

韓国に戻した頃、清水市は、日本人無縁仏を奉納する現在の

安置堂が老朽化していたことから、在日同胞に「朝鮮人納骨

堂に日本人無縁仏を奉納するために使わせてほしい」と申し

出た。 

総連清水支部は、民団清水支部と話し合って申し出を受けることにし、その上で「安置堂に設置

された石碑３枚（備考参照）を歴史的な証しとして保存してほしい」と要望した。 

 市側では石碑を取りはずして保存することを検討したが、技術的に困難であることがわかったた

め、日本人無縁仏の奉納には至らなかった。その後、日本人無縁仏奉納の木梨は進展しておらず奉

納には至っていない。(右写真：朝鮮人遺骨安置堂（静岡市清水区北矢部） 

 

東海道本線歴史的痕跡探訪記 ～丹那隧道完成秘話  

碑文から読取れし或る歴史的事実～ 
 

東海道線は日本の大動脈であり、明治 22 年(1889)には新橋－静岡間が開通した。しかし東海道線

は当初、国府津（こうづ）から御殿場を経由して沼津に至る路線であった（現在の御殿場線）。 
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この路線は急勾配で難所であったため、国府津から小田原、熱海を経て、丹那盆地の下のトンネ

ルを通り三島、沼津に通じる新路線が求められていた。大正 7 年(1918)に 7 年の完成予定で熱海口

から工事が開始され、ついで

三島口からも工事が始まった。 

しかし見通しは甘く、事故

も起こり、死者 67 名を出す難

工事となった。結局、完成ま

で 7 年の予定が倍以上の 16 年

を費やし、昭和 9 年(1934)開

通した。 

丹那（たんな）隧道は総延

長 7804ｍを有し、大正７年

（1918 年）４月１日に着工後、

当初は７年後の大正 14 年

（1925 年）完成予定だったも

のが、計画を遥かに上回る 16

年余の年数経過を余儀なくさ

れ当時としては類例を見ない世界屈指の難工事を以って、昭和 9 年(1934 年)12 月 1 日に開通し現在

の東海道本線が形成される。 

 

丹那トンネル工事中に大規模な落盤事故は 3 回発生

した。※1921 年 4 月 1 日、1924 年 2 月 10 日、1930 年

11 月 26 日【北伊豆大震災】なお、公式発表に依れば

トンネル工事に伴う犠牲者は 67 名です。然し、労働災

害の概念など希薄な時代背景だったとは申せ、実記録

に残らず暗数となった人数を含め 1000名以上の犠牲者

を出しているとされる。開通後 74 年を経過したトンネ

ル完成に伴う秘話と史実とを旅行記にまとめた。 

 

＜社説＞沖縄戦 80年「集団自決」発生  

「強いられた死」語り継ごう 
2025年 03月 26日 琉球新報  

80 年前の沖縄戦最大の悲劇「集団自決」（強制集団

死）はなぜ起きたのか。「強いられた死」の原因と背

景を検証し、語り継がなければならない。 

 沖縄各地で空襲と艦砲射撃を始めた米軍は 1945 年

3 月 26 日に座間味村の阿嘉島、慶留間島、座間味島、

27 日には渡嘉敷村に上陸した。両村で「集団自決」

が起き、600人余が亡くなった。 

 

 1945 年 4 月 1 日、米軍は本島西海岸に上陸する。2

日には読谷村のチビチリガマで「集団自決」が発生し

た。その後も美里村（現沖縄市）や具志川村（現うるま市）などでも起きた。米軍が 16 日に上陸し、

激戦地となった伊江村でも「集団自決」があった。 

 日本軍から渡された手投げ弾を爆破させたり、農具やカミソリ、農薬を用いたりするなど、その

様態はさまざまであった。「集団自決」の実態は家族や親類同士で殺し合うという凄惨（せいさん）

なものであった。 

 「集団自決」の原因として論じられてきたのが日本軍による「強制・関与・誘導」であり、背景
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には住民に対する同化政策、皇民化・軍国主義教育があったとされる。犠牲者は自ら望んで命を断

ったのではなく、強いられたものであることは体験者の証言や沖縄戦研究によって明らかになって

いる。「軍隊は住民を守らない」という沖縄戦の教訓もここから得たのである。 

80 年前の沖縄戦最大の悲劇「集団自決」（強制集団死）はなぜ起きたのか。「強いられた死」の原

因と背景を検証し、語り継がなければならない。 
  

 集団自決は日本軍による「強制・関与・誘導」 
 

沖縄各地で空襲と艦砲射撃を始めた米軍は 1945 年 3 月 26

日に座間味村の阿嘉島、慶留間島、座間味島、27 日には渡

嘉敷村に上陸した。両村で「集団自決」が起き、600 人余が

亡くなった。 

 4 月 1 日、米軍は本島西海岸に上陸する。2 日には読谷村

のチビチリガマで「集団自決」が発生した。その後も美里

村（現沖縄市）や具志川村（現うるま市）などでも起きた。

米軍が 16 日に上陸し、激戦地となった伊江村でも「集団自

決」があった。 

 日本軍から渡された手投げ弾を爆破させたり、農具やカ

ミソリ、農薬を用いたりするなど、その様態はさまざまで

あった。「集団自決」の実態は家族や親類同士で殺し合うという凄惨（せいさん）なものであった。 

 「集団自決」の原因として論じられてきたのが日本軍による「強制・関与・誘導」であり、背景

には住民に対する同化政策、皇民化・軍国主義教育があったとされる。犠牲者は自ら望んで命を断

ったのではなく、強いられたものであることは体験者の証言や沖縄戦研究によって明らかになって

いる。「軍隊は住民を守らない」という沖縄戦の教訓もここから得たのである。 

 日本軍との関わりでは、さまざまな議論や論争がある。 
  
座間味、渡嘉敷両村に配備されていた陸軍の特攻艇部隊から住民に自決を命じる「軍命」の有無

を巡って裁判が起きた。日本史教科書における扱いも焦点となった。2007 年には教科書検定で日本

軍の自決強制・関与に関する記述が削除され、県民の抗議行動が巻き起こった。 

 直接的な「軍命」の有無だけで自決の原因が定まるわけではない。 

 1944 年夏以降、沖縄への駐屯が本格化した日本軍の兵士は中国大陸での残虐行為を住民に話し、

捕虜となることへの恐怖心を植え付けたことが指摘されている。「生きて虜囚の辱（はずかしめ）を

受けず」として捕虜となることを兵士に禁じた陸軍の「戦陣訓」が住民を拘束したことも挙げられ

る。 

 日本軍と住民との混在、「軍官民共生共死一体化」

の方針が決定的な意味を持った。日本軍が駐屯した地

域の行政や住民組織は軍の意向に従わざるを得ない環

境にあった。米軍に捕らわれることを拒む住民意識を

醸成したメディアの責任も重大である。 

「集団自決」が起きた原因や背景を直ちに今日の沖

縄や日本の現状と重ねることは短絡との批判もあろう。

しかし、米軍や自衛隊という武力組織との共存を強い

られる中で、私たちは常に沖縄戦体験に照らし、県民

の今とこれからを考えてきたのである。 

 「集団自決」とは何だったのか。軍事要塞（ようさ

い）化が急速に進む中で、この悲劇を教訓とする必要がある。 

（文責：秋山一 静岡県勤協連事務局長） 
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＜政治まんが＞ 「米  ボウリングで検査」  佐藤正明  2025/4/23 東京新聞 

  

【コラム】 

トランプ関税は「国難」か！ 
とにかく何があっても驚くとキリがないご時世ですが、あり得ないことをするのがアメリカ大統領トラ

ンプです。この地球に住む人々がより豊かになるために力を合わせて仲良く暮らしていける基本ともいえる

自由貿易体制の破壊を、アメリカ合衆国再生の為と称し、突然根拠もない高関税を各国に課すと言い出し実

行しています。世界的優位は落ちたとは言え超大国のなかの超大国のアメリカ大統領の突飛な対応に世界は

恐々としています。 

そのことに対して最大野党である立憲民主党を先頭に日本の各政党(社民党・共産党は除く)は「トラン

プ関税は国難」と決めつけ、今や与党も野党もない、政治とカネなどと言ってはおれないと言いだしまし

た。翼賛政治の始まりとの危惧を抱きます。いつか来た道を繰り返しそうで寒気がします。アジア太平洋戦

争に突入した 10 年ほど前からの日本は「国難」と称してすべての言論の自由を奪い中国との泥沼化した戦争

の延長戦として強大な米英との無謀な戦争に突き進んだことを思い起こします。それは過敏すぎると思われ

るかもしれませんが民主主義の破壊や軍国主義化は小さいことがきっかけで始まった歴史的史実に学ぶこと

が必要です。トランプ関税は国難ではありません。外交交渉で道は開けます。今こそ国会がリードをして政

府にきちんとした外交努力をさせるときです。  （4月 15日 香川県・三豊市勤労協会長・篠原清） 

 

（三豊市勤労協ニュース No.83 2025.4.30 発行より） 
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